［　参　考　］

１．売買国債の対象となる国債

売買国債の対象となる国債は、次のとおりです。
（１）日銀国債買入における買入国債

次に掲げる事項をすべて充たす国債とします。
イ．利付国債（個人向け国債を除きます。以下（１）において同じです。）であること。
ロ．利付国債（変動利付国債および物価連動国債を除きます。）である場合には、発行年限が、２年、４年、５年、６年、１０年、２０年、３０年または４０年であること。
ハ．変動利付国債である場合には、発行年限が１５年であること。
ニ．物価連動国債である場合には、発行年限が１０年であること。
ホ．振決国債のうち、売買先の参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。ただし、売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合には、決済代行先の参加者口座の自己口Ⅰまたは預り口に記載または記録されているものであること。

へ．入札の通知において日本銀行が通知するものであること。

ト．質権その他の担保権が設定されていないこと。

チ．信託財産に属さないこと。

リ．利子につき所得税等を源泉徴収される国債でないこと。

（２）日銀国債売却における売却国債

利付国債のうち、入札の通知において日本銀行が通知するものとします。

（３）日銀国庫短期証券買入における買入国債

次に掲げる事項をすべて充たす国庫短期証券とします。
イ．国庫短期証券であること。
ロ．売買先の参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。ただし、売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合には、決済代行先の参加者口座の自己口Ⅰまたは預り口に記載または記録されているものであること。
ハ．入札の通知において日本銀行が通知するものであること。
ニ．質権その他の担保権が設定されていないこと。
ホ．信託財産に属さないこと。
へ．償還差益につき所得税等を源泉徴収されないこと。
（４）日銀国庫短期証券売却における売却国債

国庫短期証券のうち、入札の通知において日本銀行が通知するものとします。

（５）日銀国債買現先における買入国債

次に掲げる事項をすべて充たす国債とします。
イ．利付国債（個人向け国債を除きます。以下（５）において同じです。）または国庫短期証券であること。
ロ．利付国債（変動利付国債および物価連動国債を除きます。）である場合には、発行年限が、２年、４年、５年、６年、１０年、２０年、３０年または４０年であること。
ハ．変動利付国債である場合には、発行年限が１５年であること。
ニ．物価連動国債である場合には、発行年限が１０年であること。
ホ．振決国債のうち、売買先の参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。ただし、売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合には、決済代行先の参加者口座の自己口Ⅰまたは預り口に記載または記録されているものであること。
へ．入札の通知において日本銀行が通知するものであること。
ト．質権その他の担保権が設定されていないこと。
チ．信託財産に属さないこと。
リ．利付国債である場合には利子、国庫短期証券である場合には償還差益につき所得税等を源泉徴収される国債でないこと。

（６）日銀国債買現先における差替後買入国債

次に掲げる事項をすべて充たす国債とします。
イ．利付国債（個人向け国債を除きます。以下（６）において同じです。）または国庫短期証券であること。
ロ．利付国債（変動利付国債および物価連動国債を除きます。）である場合には、発行年限が、２年、４年、５年、６年、１０年、２０年、３０年または４０年であること。

ハ．変動利付国債である場合には、発行年限が１５年であること。
ニ．物価連動国債である場合には、発行年限が１０年であること。
ホ．振決国債のうち、売買先の参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。ただし、売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合には、決済代行先の参加者口座の自己口Ⅰまたは預り口に記載または記録されているものであること。
へ．「国債銘柄別利回り・単価」（業務処理区分コード424201）において利回りまたは単価が照会可能な銘柄であること。
ト．質権その他の担保権が設定されていないこと。
チ．信託財産に属さないこと。
リ．利付国債である場合には利子、国庫短期証券である場合には償還差益につき所得税等を源泉徴収される国債でないこと。

（７）日銀国債売現先における売却国債

振決国債のうち、入札の通知において日本銀行が通知するものとします。
（８）日銀国債売現先（国債補完供給）における売却国債

振決国債のうち、入札の通知において日本銀行が通知するものとします。

（９）国整基金国債買入における買入国債

次に掲げる事項をすべて充たす国債とします。
イ．利付国債（個人向け国債を除きます。）であること。

ロ．振決国債のうち、売買先の自己保有分にして国債売渡の権原について瑕疵のないものであって、参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているものであること。ただし、売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合には、決済代行先の自己保有分にして国債引渡の権原について瑕疵のないものであって、決済代行先の参加者口座の自己口Ⅰに記載または記録されているもの、または売買先の自己保有分にして国債売渡の権原について瑕疵のないものであって、決済代行先の参加者口座の預り口に記載または記録されているものであること。

ハ．入札の通知において日本銀行が通知するものであること。

ニ．質権その他の担保権が設定されていないこと。

ホ．信託財産に属さないこと。

へ．利子につき所得税等を源泉徴収される国債でないこと。

２．計算式

（１）日銀国債買入、日銀国債売却、日銀国庫短期証券買入、日銀国庫短期証券売却、国整基金国債買入

イ．買入価格または売却価格（額面１００円当り）

（イ）利付国債（変動利付国債および物価連動国債を除く）
	
	
	100＋表面利率（％）×
	残存日数（注２）
	
	

	買入価格または売却価格

（額面100円当り）(注１)
	＝
	
	
	365
	
	×100

	
	
	100＋単利利回り(注３)（％）×
	残存日数（注２）
	

	
	
	365
	


（ロ）国庫短期証券
	買入価格または売却価格（額面100円当り）(注4)


	＝
	100
	 × 100

	
	
	100＋単利利回り（注３）（％）×
	残存日数（注２）
	

	
	
	
	365
	


（ハ）変動利付国債および物価連動国債
ａ．日銀国債買入（価格入札）および国整基金国債買入（価格入札）の場合
	買入価格

（額面100円当り）(注５)
	＝
	応募先が日銀国債買入（価格入札）または国整基金国債買入（価格入札）において通知した希望売買価格のうち募入となったものの価格


ｂ．国整基金国債買入（追加入札）の場合
	買入価格

（額面100円当り）(注６)
	＝
	国整基金国債買入（追加入札）の前に行われた国整基金国債買入（価格入札）において買入の決定を受けた応募価格格差を買入額により加重平均して得られる値に基準価格を加えたもの


（注１）円位未満第３位まで算出します（第４位を切捨）。

（注２）取引実行日の翌日から起算して償還期日までの日数とします。

残存日数の計算対象期間に閏日が含まれる場合には、残存日数が１年以上のときは閏日を残存日数に算入せず、残存日数が１年未満のときは算入するものとします。

なお、残存日数を３６５で除した商は小数点以下第７位まで算出します（第８位を切捨）。

（注３）売買代金の計算を行う場合における「募入決定通知」において通知した売買利回りとし、小数点以下第３位までとします。

（注４）円位未満第６位まで算出します（第７位を切捨）。

（注５）円位未満第２位までとなります。
（注６）円位未満第２位まで算出します（第３位を四捨五入）。
ロ．買入価額または売却価額（単位：円）

（イ）物価連動国債以外
	買入価額または売却価額（注１）＝
	買入価格または売却価格（注２）（額面100円当り）×額面金額

	
	100


（ロ）物価連動国債
	買入価額（注１）＝
	買入価格(注２) （額面100円当り）×額面金額
	×
	連動係数(注３)

	
	100
	
	


（注１）円位未満は切捨てとします。

（注２）計算式イ．を参照してください。

（注３）取引実行日における連動係数とします。
ハ．買入代金または売却代金（単位：円）
（イ）利付国債（物価連動国債を除く）
	買入代金または売却代金（注１）
	＝
	買入価額または売却価額（注２）
	＋
	経過利子

	
	
	
	
	


ただし経過利子については、以下のとおり計算を行う。
ａ．利子経過日数（注３）＜（３６５／年間利払回数）の場合


	経過利子＝
	表面利率（注４）（％）×利子経過日数（注３）
	×
	額面金額

	
	365
	
	100


ｂ．利子経過日数（注３）≧（３６５／年間利払回数）の場合

	経過利子＝
	表面利率（注４）（％）÷年間利払回数
	×
	額面金額

	
	
	
	100


（注１）円位未満は切捨てとします。

（注２）計算式ロ．を参照してください。

（注３）取引実行日直前の利子支払期日の翌日から起算して取引実行日までの日数とします。ただし、取引実行日が利子支払期日の場合にはゼロとし、取引実行日直後の利子支払期日が発行日以降最初に到来する利子支払期日の場合には当該利子支払期日の６か月前応当日の翌日から起算して取引実行日までの日数とします。

（注４）変動利付国債の場合には、取引実行日の属する利子の計算期間に適用される表面利率とします。

（注５）円位未満第７位まで算出します（第８位を切捨）。

（ロ）国庫短期証券
	買入代金または売却代金（注１）＝
	買入価格または売却価格（額面100円当り）（注２）×額面金額

	
	100


（注１）円位未満は切捨てとします。

（注２）計算式イ．を参照してください。

（ハ）物価連動国債
	買入代金（注１）＝
	買入価額（注２）
	＋
	経過利子

	
	
	
	


ただし経過利子については、以下のとおり計算を行う。

ａ．利子経過日数（注３）＜（３６５／年間利払回数）の場合


	経過利子＝
	表面利率（注４）（％）×利子経過日数（注３）
	×
	額面金額
	×連動係数（注６）

	
	365
	
	100
	



ｂ．利子経過日数（注３）≧（３６５／年間利払回数）の場合
	経過利子＝
	表面利率（注４）（％）÷年間利払回数
	×
	額面金額
	×連動係数（注６）

	
	
	
	100
	


（注１）円位未満は切捨てとします。
（注２）計算式ロ．を参照してください。
（注３）取引実行日直前の利子支払期日の翌日から起算して取引実行日までの日数とします。ただし、取引実行日が利子支払期日の場合にはゼロとし、取引実行日直後の利子支払期日が発行日以降最初に到来する利子支払期日の場合には当該利子支払期日の６か月前応当日の翌日から起算して取引実行日までの日数とします。

（注４）変動利付国債の場合には、取引実行日の属する利子の計算期間に適用される表面利率とします。

（注５）円位未満第７位まで算出します（第８位を切捨）。

（注６）取引実行日における連動係数とします。
（２）日銀国債買現先、日銀国債売現先、日銀国債売現先（国債補完供給）

イ．時価（額面１００円当り）

（イ）利付国債（変動利付国債および物価連動国債を除く。以下イ．において同じです。）
	
	
	100＋表面利率（％）×
	残存日数（注２）
	
	

	時価（額面100円当り）(注１)＝
	
	
	365
	
	×100＋経過利子（注4）

	
	100＋単利利回り(注３)（％）×
	残存日数（注２）
	

	
	
	365
	


ただし経過利子については、以下のとおり計算を行う。

ａ．利子経過日数（注５）＜（３６５／年間利払回数）の場合


	経過利子＝
	表面利率（注６）（％）×利子経過日数（注５）
	×
	額面金額

	
	365
	
	100


ｂ．利子経過日数（注５）≧（３６５／年間利払回数）の場合

	経過利子＝
	表面利率（注６）（％）÷年間利払回数
	×
	額面金額

	
	
	
	100


（ロ）国庫短期証券
	時価（額面100円当り）(注１)＝
	100
	 × 100

	
	100＋単利利回り（注３）（％）×
	残存日数（注２）
	

	
	
	365
	


（ハ）変動利付国債および物価連動国債

	時価（額面100円当り）（注１）
	＝
	単価（注３） ＋ 経過利子（注４）


ただし経過利子については、以下のとおり計算を行う。

ａ．利子経過日数（注５）＜（３６５／年間利払回数）の場合


	経過利子＝
	表面利率（注６）（％）×利子経過日数（注５）
	×
	額面金額

	
	365
	
	100


ｂ．利子経過日数（注５）≧（３６５／年間利払回数）の場合

	経過利子＝
	表面利率（注６）（％）÷年間利払回数
	×
	額面金額

	
	
	
	100


（注１）円位未満第７位まで算出します（第８位を切捨）。

（注２）基準日（売買代金の計算を行う場合には取引実行日、差替前買入国債および差替後買入国債の時価評価額を計算する場合には差替実行日、それ以外の場合には時価の計算を行う日をいいます。以下同じです。）の翌日から起算して償還日までの日数とします。

残存日数の計算対象期間に閏日が含まれる場合には、残存日数が１年以上のときは閏日を残存日数に算入せず、残存日数が１年未満のときは算入するものとします。

なお、残存日数を３６５で除した商は小数点以下第７位まで算出します（第８位を切捨）。

（注３）売買代金の計算を行う場合における「募入決定通知」を受信した日、差替前買入国債および差替後買入国債の時価評価額を計算する場合における差替請求日、再売却における売却代金の計算を行う場合における売却日その他時価の計算を行う日の前営業日に、時価の計算を行う日の日付で日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値表に掲載されている平均値の単利利回りまたは単価（当該単利利回りまたは単価がない場合には、（ニ）に定めるところにより算出した単利利回りまたは単価とします。以下（注３）において、「掲載利回り」または「掲載単価」といいます。）とし、掲載利回りは小数点以下第３位まで、掲載単価は円位未満第２位までとします。

なお、日本銀行は、やむを得ない事情により掲載利回りまたは掲載単価と異なる単利利回りまたは単価を利用して時価を計算する場合があります（こうした場合も含め、適用される単利利回りまたは単価については、「国債銘柄別利回り・単価」（業務処理区分コード424201）により照会することができますので、必要に応じ、ご確認ください。）。

（注４）額面１００円当り、円位未満第７位まで算出します（第８位を切捨）。

（注５）取引実行日直前の利子支払期日の翌日から起算して取引実行日までの日数とします。ただし、取引実行日が利子支払期日の場合にはゼロとし、取引実行日直後の利子支払期日が発行日以降最初に到来する利子支払期日の場合には当該利子支払期日の６か月前応当日の翌日から起算して取引実行日までの日数とします。

（注６）変動利付国債の場合には、取引実行日の属する利子の計算期間に適用される表面利率とします。

（注７）円位未満第７位まで算出します（第８位を切捨）。
（ニ）（イ）から（ハ）までにおいて、時価の計算を行う日の前営業日に時価の計算を行う日の日付で日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値表に掲載されている平均値の単利利回りまたは単価がない場合における単利利回りまたは単価の算出方法
ａ．時価の計算を行う日が償還日の前営業日である場合
利付国債にあっては表面利率、国庫短期証券にあってはゼロパーセント、変動利付国債および物価連動国債にあっては１００円とします。
ｂ．ａ．以外の場合
（ａ）利付国債および国庫短期証券
ⅰ．時価の計算を行う日の日付の公社債店頭売買参考統計値表が、全銘柄について発表されない場合
時価の計算を行う日の前営業日付で日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値表に掲載されている平均値の単利利回り（当該単利利回りがない場合には、日本証券業協会が直近の日付で発表する平均値の単利利回り）とします。
ⅱ．時価の計算を行う日の日付の公社債店頭売買参考統計値表が、一部銘柄について発表されない場合
時価の計算を行う日の日付で日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値表に掲載されている次の基準により選定した銘柄（以下「利回参照銘柄」といいます。）の平均値の単利利回りとします。
なお、利回参照銘柄は、利付国債または国庫短期証券の別にそれぞれ選定します。
（ⅰ）償還期日が同じ銘柄（ただし、当該銘柄が複数存在する場合には、利回りが最も高い銘柄）
（ⅱ）（ⅰ）の銘柄が存在しない場合には、償還期日が最も近い銘柄
（ⅲ）（ⅱ）の銘柄が複数存在する場合には、償還期日が遅く到来する銘柄（ただし、当該銘柄が複数存在する場合には、利回りが最も高い銘柄）
（ｂ）変動利付国債および物価連動国債
時価の計算を行う日の前営業日付で日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値表に掲載されている平均値の単価（当該単価がない場合には、日本証券業協会が直近の日付で発表する平均値の単価）とします。
ロ．売買国債の売買価格および売買代金関係（買入国債の差替にかかる売買価格および売買代金関係を除く。）
（イ）買入価格（注１）または売却価格（額面１００円当り）

	買入価格または売却価格（額面100円当り）(注２)＝
	時価（額面100円当り）（注３）

	
	時価売買価格比率または時価売却価格比率(注４)


（注１）日銀国債買現先において「売渡国債明細処理済通知」により売買代金の計算結果を通知する場合には「売渡価格」と表示されます。

（注２）円位未満第７位まで算出します（第８位を切捨）。

（注３）計算式イ．を参照してください。

（注４）時価売買価格比率（日銀国債買現先および日銀国債売現先の場合）は、日銀国債買現先および日銀国債売現先の別ならびに売買国債の種類および残存年数に応じて日本銀行が「国債の条件付売買にかかる時価売買価格比率」１．において定める比率とします。国債条件付売買における買入価格または売却価格の算出に当っては、取引実行日における残存年数に対応する比率が適用されます。また、時価売却価格比率（日銀国債売現先（国債補完供給）の場合）は、売却国債の種類および残存年数に応じて日本銀行が「国債の条件付売買にかかる時価売買価格比率」２．において定める比率とします。再売却における売却価格の算出に当っては、再売却の売却日における残存年数に対応する比率が適用されます。「国債の条件付売買にかかる時価売買価格比率」は、日本銀行のホームページ（http://www.boj.or.jp）に掲載しています。また、日本銀行では、これらの比率について、原則として年１回の頻度で、金融市場の情勢等を踏まえた検証を行い、その結果に基づいて必要な見直しを行うこととしており、これらの比率の変更を決定した場合等には、原則として日本銀行のホームページ（http://www5.boj.or.jp）への掲載の方法により、対象先に対して通知しますので、留意してください。
（ロ）売戻価格（注１）または買戻価格（額面１００円当り）

	売戻価格または買戻価格
（額面100円当り）（注２）
	＝
	 買入価格または
売却価格（注３）
	× １＋
	期間利回り（％）
	×
	保有日数（注４）
	（注５）

	
	
	
	
	100
	
	365
	


（注１）日銀国債買現先において「売渡国債明細処理済通知」により売買代金の計算結果を通知する場合には「買戻価格」と表示されます。

（注２）円位未満第７位まで算出します（第８位がゼロの場合には切捨、ゼロ以外の場合には切上）。

（注３）計算式（イ）を参照してください。

（注４）取引実行日から起算した売戻・買戻日までの日数から１を減じた日数とします。

（注５）かっこ内の計算結果は小数点以下第１３位まで算出します（第１４位を四捨五入）。

（ハ）買入代金（注１）または売却代金（単位：円）

ａ.物価連動国債以外
	買入代金または売却代金（注２）＝
	買入価格または売却価格（注３）
	×
	額面金額

	
	
	
	100


ｂ.物価連動国債
	買入代金または売却代金（注２）＝
	買入価格または売却価格（注３）
	×
	額面金額
	×
	連動係数（注４）

	
	
	
	100
	
	


（注１）日銀国債買現先において「売渡国債明細処理済通知」により売買代金の計算結果を通知する場合には「売渡代金」と表示されます。

（注２）円位未満は切捨とします。

（注３）計算式（イ）を参照してください。
（注４）取引実行日における連動係数とします。

（ニ）売戻代金（注１）または買戻代金（単位：円）

ａ.物価連動国債以外
	売戻代金または買戻代金（注２）＝売戻価格または買戻価格（注３）×
	額面金額

	
	100


ｂ.物価連動国債
	売戻代金または買戻代金（注２）＝
	売戻価格または買戻価格（注３）
	×
	額面金額
	×
	連動係数（注４）

	
	
	
	100
	
	


（注１）日銀国債買現先において「売渡国債明細処理済通知」により売買代金の計算結果を通知する場合には「買戻代金」と表示されます。

（注２）円位未満は切捨とします。

（注３）計算式（ロ）を参照してください。

（注４）取引実行日における連動係数とします。

（ホ）売買価格算出比率（単位：％）
	売買価格算出比率
	＝
	（時価売買価格比率または時価売却価格比率（注）－１）×100


（注）時価売買価格比率（日銀国債買現先および日銀国債売現先の場合）は、日銀国債買現先および日銀国債売現先の別ならびに売買国債の種類および残存年数に応じて日本銀行が「国債の条件付売買にかかる時価売買価格比率」１．において定める比率とします。時価売却価格比率（日銀国債売現先（国債補完供給）の場合）は、売却国債の種類および残存年数に応じて日本銀行が「国債の条件付売買にかかる時価売買価格比率」２．において定める比率とします。「国債の条件付売買にかかる時価売買価格比率」は、日本銀行のホームページ（http://www.boj.or.jp）に掲載しています。また、日本銀行では、これらの比率について、原則として年１回の頻度で、金融市場の情勢等を踏まえた検証を行い、その結果に基づいて必要な見直しを行うこととしており、これらの比率の変更を決定した場合等には、原則として日本銀行のホームページ（http://www5.boj.or.jp）への掲載の方法により、対象先に対して通知しますので、留意してください。
ハ．個別与信額（単位：円）
個別与信額の計算式は、次に示すとおり、国債条件付売買の別に応じて異なります。
（イ）日銀国債買現先

ａ．物価連動国債以外
	個別与信額（注１）＝ 売戻代金（注２）× 時価売買価格比率（注３）

	

	―　時価（額面100円当り）（注４）×
	額面金額

	
	100


ｂ．物価連動国債
	個別与信額（注１）＝ 売戻代金（注２）× 時価売買価格比率（注３）

	

	　―　時価（額面100円当り）（注４）×
	額面金額
	×
	連動係数（注６）

	
	100
	
	


（ロ）日銀国債売現先

ａ．物価連動国債以外
	個別与信額（注１）＝
	時価（額面100円当り）（注４）×
	額面金額
	

	
	
	100
	

	
	
	

	― 買戻代金（注２） ×時価売買価格比率（注３）


ｂ．物価連動国債
	個別与信額（注１）＝
	時価（額面100円当り）（注４）×
	額面金額
	×
	連動係数（注６）

	
	
	100
	
	

	
	
	
	

	― 買戻代金（注２） ×時価売買価格比率（注３）
	


（注１）円位未満は切捨とします。

（注２）計算式ロ．（ロ）において、保有日数を、取引実行日から起算した純与信額計算日までの日数から１を減じた日数として売戻価格または買戻価格を算出し、当該売戻価格または買戻価格にもとづいて、計算式ロ．（ニ）により算出した売戻代金または買戻代金とします。ただし、純与信額計算日の前営業日までに買入国債の差替が行われた場合には、計算式ロ．（ロ）において、保有日数を当初の日銀国債買現先の取引実行日から起算した純与信額計算日までの日数から１を減じた日数として、買入価格を当初の日銀国債買現先の買入価格として、売戻価格を算出し、当該売戻価格および当初の日銀国債買現先の買入国債の種類および額面金額にもとづいて、計算式ロ．（ニ）により算出した売戻代金とします。

（注３）日銀国債買現先および日銀国債売現先の別ならびに売買国債の種類および残存年数に応じて日本銀行が「国債の条件付売買にかかる時価売買価格比率」１．において定める比率とします。この場合の比率は、取引実行日における残存年数に対応する比率とします。ただし、純与信額計算日の前営業日までに買入国債の差替が行われた場合には、差替後買入国債の種類および直近の差替実行日における残存年数に対応する比率が適用されます。「国債の条件付売買にかかる時価売買価格比率」は、日本銀行のホームページ（http://www.boj.or.jp）に掲載しています。また、日本銀行では、これらの比率について、原則として年１回の頻度で、金融市場の情勢等を踏まえた検証を行い、その結果に基づいて必要な見直しを行うこととしており、これらの比率の変更を決定した場合等には、原則として日本銀行のホームページ（http://www5.boj.or.jp）への掲載の方法により、対象先に対して通知しますので、留意してください。
（注４）計算式イ．を参照してください。

（注５）かっこ内の計算結果については円位未満切捨とします。

（注６）純与信額計算日における連動係数とします。

ニ．買入国債の差替関係
（イ）差替前買入国債の売戻代金（注）（単位：円）
当初の日銀国債買現先について、差替実行日を売戻日とみなして、計算式ロ．（ニ）により算出した売戻代金とします。

（注）日銀国債買現先において「売渡国債差替請求承諾通知」により売買代金の結果を通知する場合には、「買戻代金」と表示されます。
（ロ）差替前買入国債の売戻価格（注１）（額面１００円当り）
ａ．１回目の差替の場合

当初の日銀国債買現先について、差替実行日を売戻日とみなして、計算式ロ．（ロ）により算出した売戻価格とします。
ｂ．２回目以降の差替の場合

（ａ）物価連動国債以外
	売戻価格（額面100円当り）（注２）＝
	売戻代金（注３）
	× 100

	
	額面金額
	


（ｂ）物価連動国債
	売戻価格（額面100円当り）（注２）＝
	売戻代金（注３）
	× 100

	
	額面金額 × 連動係数（注４）
	


（注１）日銀国債買現先において「売渡国債差替請求承諾通知」により売買価格の結果を通知する場合には、「買戻価格」と表示されます。
（注２）円位未満第７位まで算出します（第８位がゼロの場合には切捨、ゼロ以外の場合には切上）。
（注３）（イ）の売戻代金とします。
（注４）前回の差替実行日における連動係数とします。

（ハ）差替後買入国債の買入代金（注）（単位：円）
（イ）により算出した差替前買入国債の売戻代金と同額とします。
（注）日銀国債買現先において「売渡国債差替請求承諾通知」により売買代金の結果を通知する場合には、「売渡代金」と表示されます。
（ニ）差替後買入国債の買入価格（注１）（額面１００円当り）
ａ．物価連動国債以外
	買入価格（額面100円当り）（注２）＝
	買入代金（注３）
	× 100

	
	額面金額
	


ｂ．物価連動国債
	買入価格（額面100円当り）（注２）＝
	買入代金（注３）
	× 100

	
	額面金額 × 連動係数（注４）
	


（注１）日銀国債買現先において「売渡国債差替請求承諾通知」により売買価格の結果を通知する場合には、「売渡価格」と表示されます。
（注２）円位未満第７位まで算出します（第８位を切捨）。
（注３）（ハ）の買入代金とします。
（注４）差替実行日における連動係数とします。

（ホ）差替後買入国債の売戻代金（注）（単位：円）
当初の日銀国債買現先について、計算式ロ．（ニ）により算出した売戻代金とします。
（注）日銀国債買現先において「売渡国債差替請求承諾通知」により売買代金の結果を通知する場合には、「買戻代金」と表示されます。
（へ）差替後買入国債の売戻価格（注１）（額面１００円当り）

ａ．物価連動国債以外
	売戻価格（額面100円当り）（注２）＝
	売戻代金（注３）
	× 100

	
	額面金額
	


ｂ．物価連動国債
	売戻価格（額面100円当り）（注２）＝
	売戻代金（注３）
	× 100

	
	額面金額 × 連動係数（注４）
	


（注１）日銀国債買現先において「売渡国債差替請求承諾通知」により売買価格の結果を通知する場合には、「買戻価格」と表示されます。
（注２）円位未満第７位まで算出します（第８位がゼロの場合には切捨、ゼロ以外の場合には切上）。

（注３）（ホ）の売戻代金とします。

（注４）差替実行日における連動係数とします。

（ト）差替後買入国債にかかる日銀国債買現先の期間利回り（単位：％）

当初の日銀国債買現先における期間利回りと同一の期間利回りとします。

ホ．国債利子精算額（単位：円）

	国債利子精算額（注１）＝　買入国債の利子額（注２）の合計額

	

	― 売却国債（注３）の利子額（注２）の合計額


（注１）正値の場合には、その金額が、日本銀行が売買先または決済代行先に引渡す精算額であること、負値の場合には、その絶対値が、日本銀行が売買先または決済代行先から引渡しを受ける精算額であることをそれぞれ示します。

（注２）取引実行日または差替実行日毎、取引通番毎、銘柄別に利子額を算出します。

（注３）国債条件付売買および日銀国債売現先（国債補完供給）の売買先である場合には、日銀国債売現先（国債補完供給）における売却国債を含みます。

３．国債条件付売買の契約終了等に伴う清算時における売買国債評価債務等の算出方法

「日本銀行が行う国債の条件付売買に関する基本約定」（以下３．において「基本約定」といいます。）第２０条第２項に規定する国債の評価額の支払債務（以下「売買国債評価債務」といいます。）の金額および同項に規定する「当該契約における買入時または売却時の国債の買入代金または売却代金の金額に売戻代金と買入代金との差額または買戻代金と売却代金との差額に基づき買入日または売却日の翌日から起算した解約日（当該契約の終了事由が発生した日または当該契約が解約された日をいう。）までの期間に応じて日本銀行が別に定める方法により算出した金額を加えた金額の支払債務」（以下３．において「売買代金支払債務」といいます。）の金額は、それぞれ次のとおり算出します。

（１）売買国債評価債務の金額の算出方法

売買国債評価債務の金額は、基本約定第２０条第２項に規定する解約日におけるその売買国債の時価評価額とし、次に掲げる方法により算出します。

イ．解約日の前営業日に解約日の日付で日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値表に平均値の単利利回りまたは単価が掲載されている国債

①　解約日の前営業日に解約日付で日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値表に掲載されている平均値の単利利回りまたは単価にもとづき、解約日を基準日とした額面１００円当りの時価を算出します。

計算式については２．（２）イ．を参照してください。

②　①により算出した額面１００円当りの時価にその国債の額面金額を乗じた積を１００で除した商（物価連動国債の場合は、当該商に解約日における連動係数を乗じた積）を、その国債の時価評価額とします。

計算式は次のとおりです。
ａ．利付国債（物価連動国債を除く）および国庫短期証券
	時価評価額（注） ＝ 額面100円当りの時価 ×
	額面金額

	
	100


ｂ．物価連動国債
	時価評価額（注） ＝額面100円当りの時価 ×
	額面金額
	×
	連動係数

	
	100
	
	


（注）円位未満は切捨とします。

ロ．解約日の前営業日に解約日の日付で日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値表に平均値の単利利回りまたは単価が掲載されていない国債

①　日本銀行が解約日の前営業日の午後３時における市場実勢の利回りまたは単価を、解約当事者以外の金融商品取引業者（第一種金融商品取引業のうち有価証券関連業に該当する業務を行う者に限る。）および金融商品取引法第３３条の２により登録を受けた金融機関のうち３社以上の先から聴取します。

②　①で聴取した利回りまたは単価にもとづく解約日を基準として算出した額面１００円当りの価格を単純平均した時価（円位未満第７位まで算出します（第８位切捨）。）を算出します。
それぞれの利回りまたは単価にもとづく額面１００円当りの価格の計算式については２．（２）イ．を準用してください。

ただし、この方法により時価を算出できなかった場合には、日本銀行が合理的と認める算出方法により額面１００円当りの時価を決定します。

③　②により算出した額面１００円当りの時価にその国債の額面金額を乗じた積を１００で除した商（物価連動国債の場合は、当該商に解約日における連動係数を乗じた積）を、その国債の時価評価額とします。

計算式は次のとおりです。

ａ．利付国債（物価連動国債を除く）および国庫短期証券
	時価評価額（注） ＝ 額面100円当りの時価 ×
	額面金額

	
	100


ｂ．物価連動国債
	時価評価額（注） ＝ 額面100円当りの時価 ×
	額面金額
	×
	連動係数

	
	100
	
	


（注）円位未満は切捨とします。

（２）売買代金支払債務の金額の算出方法

次の計算式により算出した金額とします。

	売買代金支払債務（注）＝ 買入時または売却時における国債の売買代金

	＋｛売戻代金（または買戻代金）－買入代金（または売却代金）｝

	×
	取引実行日または差替実行日の翌日から起算した解約日までの期間

	
	取引実行日または差替実行日の翌日から起算した売戻・買戻日までの期間


（注）円位未満は切捨とします。

４．日銀国債売現先（国債補完供給）の契約終了等に伴う清算時における売買国債評価債務等の算出方法

「日本銀行が補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却に関する基本約定」（以下４．において「基本約定」といいます。）第１７条第２項に規定する国債の評価額の支払債務（以下「売却国債評価債務」といいます。）の金額および同項に規定する「当該契約における売却時の国債の売却代金の金額に買戻代金と売却代金との差額に基づき売却日の翌日から起算した解約日（当該契約の終了事由が発生した日または当該契約が解約された日をいう。）までの期間に応じて日本銀行が別に定める方法により算出した金額を加えた金額の支払債務」（以下４．において「売買代金支払債務」といいます。）の金額は、それぞれ次のとおり算出します。

（１）売却国債評価債務の金額の算出方法

売却国債評価債務の金額は、基本約定第１７条第２項に規定する解約日におけるその売却国債の時価評価額とし、次に掲げる方法により算出します。

イ．解約日の前営業日に解約日の日付で日本証券業協会が発表する公社債店頭売買 参考統計値表に平均値の単利利回りまたは単価が掲載されている国債

①　解約日の前営業日に解約日付で日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値表に掲載されている平均値の単利利回りまたは単価にもとづき、解約日を基準日とした額面１００円当りの時価を算出します。
計算式については２．（２）イ．を参照してください。

②　①により算出した額面１００円当りの時価にその国債の額面金額を乗じた積を１００で除した商（物価連動国債の場合は、当該商に解約日における連動係数を乗じた積）を、その国債の時価評価額とします。
計算式は次のとおりです。

ａ．物価連動国債以外
	時価評価額（注） ＝ 額面100円当りの時価 ×
	額面金額

	
	100


ｂ．物価連動国債
	時価評価額（注） ＝ 額面100円当りの時価 ×
	額面金額
	×
	連動係数

	
	100
	
	


（注）円位未満は切捨とします。

ロ．解約日の前営業日に解約日の日付で日本証券業協会が発表する公社債店頭売買 参考統計値表に平均値の単利利回りまたは単価が掲載されていない国債

1 　日本銀行が解約日の前営業日の午後３時における市場実勢の利回りまたは単価を、解約当事者以外の金融商品取引業者（第一種金融商品取引業のうち有価証券関連業に該当する業務を行う者に限る。）および金融商品取引法第３３条の２により登録を受けた金融機関のうち３社以上の先から聴取します。

②　①で聴取した利回りまたは単価にもとづく解約日を基準として算出した額面１００円当りの価格を単純平均した時価（円位未満第７位まで算出します（第８位切捨）。）を算出します。
それぞれの利回りまたは単価にもとづく額面１００円当りの価格の計算式については２．（２）イ．を準用してください。
ただし、この方法により時価を算出できなかった場合には、日本銀行が合理的と認める算出方法により額面１００円当りの時価を決定します。

③　②により算出した額面１００円当りの時価にその国債の額面金額を乗じた積を１００で除した商（物価連動国債の場合は、当該商に解約日における連動係数を乗じた積）を、その国債の時価評価額とします。
計算式は次のとおりです。

ａ．物価連動国債以外
	時価評価額（注） ＝ 額面100円当りの時価 ×
	額面金額

	
	100


ｂ．物価連動国債
	時価評価額（注） ＝ 額面100円当りの時価 ×
	額面金額
	×
	連動係数

	
	100
	
	


（注）円位未満は切捨とします。
（２）売買代金支払債務の金額の算出方法

次の計算式により算出した金額とします。
　
	売買代金支払債務（注）＝ 売却時における国債の売却代金

	＋（買戻代金－売却代金）

	×
	取引実行日または再売却における売却日の翌日から起算した解約日までの期間

	
	取引実行日または再売却における売却日の翌日から起算した買戻日までの期間


（注）円位未満は切捨とします。

５．取引のための届出

（１）届出事項

取引金融機関等は、次のイ．からホ．までに掲げる事項を日本銀行業務局（統括課事務統括グループ）に、書面により届出てください。届出た事項に変更があった場合も同様とします。なお、当座勘定取引その他の取引のための日本銀行業務局（統括課事務統括グループ）に届出済である場合には、届出を要しません。

イ．商号（商号がない場合には名称）

ロ．所在地

ハ．代表者の氏名 

ニ．代理人により取引を行う場合にはその氏名 

ホ．取引に使用する印鑑または署名鑑

（２）届出に関する注意事項

（１）の規定により現に届出られている事項が事実と異なるために、日本銀行からの通知が延着し、または到達しなかった場合には、当該通知は通常到達すべき時に到達したものとみなします。
届出に当たっては、その内容に誤りがないよう注意してください。また、（１）の規定により届出た事項に変更があった場合には、その変更の届出を失念することがないよう注意してください。
（注５）





（注５）





（注７）





（注７）





（注５）





（注５）





（注５）





（注５）









